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他日本裁判官ネットワーク有志一同

私たちは，裁判官が自らの人事上の扱いについて不安を抱くことなく，自由闊達に職権を行

使できるようにするため，かつ国民から信頼される優れた裁判官を多数輩出するために，裁判

官人事に公正性，透明性，客観性を確保することが最も重要と考えます。そして，その前提とし

て，裁判官人事の資料となる裁判官人事評価に公正性，透明性，客観性を確保するために，ま

た，独立した裁判官の最も望ましい資質向上の方法である自己研鑽に有益な資料提供がなされ

るようにするために，司法改革に関連して裁判官人事制度のあり方が議論されているこの時期

に，裁判官の新しい人事評価制度を構築することが喫緊の課題であると考えます。そのため，

私たち現職裁判官によって構成する日本裁判官ネットワークのメンバーの有志一同は，検討点

の多い裁判官人事評価制度の中でも，特に焦眉の２点について下記の提案をします。

（提案）

１ 裁判所外部の見方を集約する方式としては，窓口方式とアンケート方式を併用すべきで

す。

※ 窓口方式は，各裁判所事務局総務課に目安箱的な窓口を設け，裁判当事者，代理人

から顕名で任意に寄せられる各裁判官についての意見を文章式で集約する方式とし，ア

ンケート方式は，裁判所が主体になり，下級裁判所裁判官指名諮問委員会が設定した

評価項目について，①３年に１度（特定の任地の３年目），１裁判官あたり無作為に１００

件程度の担当事件を抽出したマークシート方式により，又は②ＩＴ技術を使用し，担当事

件が終了した後，１回アクセスできるパスワードを，判決等の送達時に説明書と共に当事

者に交付して，ホームページに回答を入力できるものとする方式により，裁判当事者，代

理人からアンケートを行い，うち裁判の両当事者又は両代理人からアンケート回答があ

ったもののみを集約する制度とし，とりあえず双方の意見が集約しやすい民事事件・家

事事件（合議事件は除きます。）の各担当裁判官から試行するのが望ましいと考えます。

２ 人事評価に対する不服申立てについて，第三者機関も設けるべきです。
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※ 人事評価については，下級裁判所裁判官指名諮問委員会の地域委員会が不服申立

てに対する判断機関となり，裁判所内部の不服申立手続によって解決されない不服につ

いて調査し，不服申立てに理由があるとする場合は，自ら記載を変更した上で，最高裁

判所裁判官会議に評価内容を送付する手続とするべきです。

補足説明

（外部の見方を集約する方式について）

○ 窓口方式とアンケート方式の有用性

窓口方式は，「狭いが深く」情報を収集する方式です。任意で顕名が前提ですから，申立人が

少数に限定される可能性があり（特定の申立人の申立てが多くなる可能性が高くなります。），し

かも私たちの経験上，寄せられる情報は，裁判官についての否定的評価のものが多いと予想さ

れます。しかし，寄せられた情報は，具体的であることが多く，訴訟記録の検討のほか，申立人，

同代理人，相手方当事者及び同代理人，書記官・事務官，当該裁判官等への聞取りにより，申

立内容が真実であるか，裁判官の責任はどの程度あるかについて検証が可能ですから，一つ

の有用な方式です。

アンケート方式は，「浅いが広く」情報を収集する方式です。具体的事実も収集し得ますが，む

しろ，回答しやすい５段階評価のアンケート方式により，評価的な情報を収集することが有益で

す。個々的には，評価が事実に基づいているのか検証が難しい面がありますが，一定数の意見

を，しかも一定のルールに該当する全裁判官（私たちの提案では，民事事件及び家事事件の各

担当裁判官。ただし，陪席裁判官の評価が難しい合議事件は，ひとまず除きます。このため，単

独事件を担当しない地方裁判所の未特例判事補や高等裁判所の裁判官は，制度の導入段階

では除外されます。）について集約することにより，当該裁判官の当事者側からの平均的な受け

止め方，裁判官全体の中での当該裁判官の位置づけ等について情報を集めることが可能です。

双方の方式には，利点，難点があり，集約する情報の性格にも違いがありますから，相補うも

のと位置づけ，両方を生かした制度設計をすべきと考えます。

○ 窓口方式とアンケート方式の客観性と正確性

窓口方式では，具体的事実が寄せられますが，一方当事者からの必ずしも正確とはいえない

情報を基礎にしたものも含まれ，かつ裁判の内容に不当な影響を与えようとするキャンペーン的

な運動もあり得ます。しかし。これは，事後の検証作業によって，申立内容が事実であるかどう

か，キャンペーンに基づく申立てであるかどうか評価者が見極めていくことにより，客観性と正確

性を担保できます（情報の「質」による担保）。ただし，検証作業をすればするほど，裁判官の独

立との緊張関係は高まり，裁判内容や訴訟指揮等については，検証作業に限界があります。

アンケート方式では，評価的情報が寄せられますが，全裁判官の指名について諮問を受け，

法曹と学識経験で構成される裁判官指名諮問委員会が，いずれの立場からみても合意できる

望ましい裁判官像を想定した上，客観的な評価項目を設定し（最高裁裁判官会議が設定し，指

名諮問委員会の同意を得ることでも足ります。），ある程度の数の情報を収集することにより，客

観性と正確性を担保できます（情報の「数」による担保）。殊に，裁判官に不満がある当事者側

からの意見だけでなく，肯定的評価をしている当事者側からの意見も収集しやすいですし，裁判
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内容や訴訟指揮についても「浅い」評価ですから，裁判官独立との緊張も少ないと考えます。こ

れまで裁判官の評価を統計的に集計した結果として公表されているものは，司法制度改革審議

会の委嘱を受けて行われた菅原千葉大学教授の調査結果，名古屋，京都，大阪，岡山，福岡

各弁護士会のアンケート結果があり，上記の経験はアンケート式の評価方式が実現可能である

ことを示しています。それと同時に，それらの分析結果は，いずれも平均的な評価結果が現在

の裁判官を基本的には信頼する数字を示しているとされている点に特徴があり，アンケート方式

が無責任な当てにならない結果を招くのではないか，というわれわれ現職裁判官の危惧を払拭

しているといえます。

○ 収集する情報の範囲設定

窓口方式は，文章式で具体的事実を集約しますから，範囲設定は不要です。

アンケート方式は，項目設定が必要ですが，上記のとおり，裁判官指名諮問委員会が設定す

べきものであり，菅原教授等の実績もあり，その設定は十分可能であると考えます。例えば，民

事訴訟を前提にすれば，法律知識，事務処理の正確性，事務処理の迅速性・熱意，訴訟指揮

等の法廷運営の公平性，コミュニケーション能力，判決・和解・審判・調停に対する納得度，総合

判定などが考えられます。

そして，人事評価制度全体に漸次改善の必要性が認められますから，評価項目についても，

人事評価を繰り返す中で，改善が加えられるべきです。

○ コスト，裁判官の不安について

窓口方式についてはともかく，アンケート方式については，コスト面の問題や裁判官の不安が

指摘され得ます。しかしながら，３年に１度（１任地１回），１００件程度を選択してマークシート方

式で行うか，ＩＴ技術を使用すれば（なお，自分で入力ができない当事者のためには，平等性確

保のため，各裁判所のロビーにその入力用に提供するコンピューターを設置して，入力方法をビ

デオなどで説明することによって解決できましょう。），コストは問題とはならないと考えられます。

また，制度の新設に伴い，われわれ現場の裁判官に不安が存在することは否定できませんが，

むしろ肯定的な評価も受けることにより，職務の励ましとすべきでしょうし，否定的評価は反省点

として前向きに対処し，必要ならば改善を心がけるべきでしょう。そして，窓口方式による情報も

アンケート方式による情報も，最終的には，評価者のもとで取捨選択されて要約されることを前

提にしていますし，しかもその内容が本人に開示された結果，当該裁判官が評価に不服を申し

立てた場合には，評価の基礎となった情報が開示され，最終的には第三者機関によって事後的

に審査を受ける制度とすることにより，不安を解消できると考えます。

○ 刑事事件担当裁判官について

刑事事件については，民事・家事事件のように当事者に互換性がなく一方が検察官という国

家機関であるという特徴があり，しかも裁判員制度の導入など制度自体に現段階で流動的な要

素もありますから，現時点では民事・家事事件での担当裁判官の窓口方式及びアンケート方式

の運用を見定めた上で導入を決すべきです。

少年事件についても同様です。
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（不服申立てについて）

不服申立てについては，まず裁判所内部での不服申立手続を整備し，それでも解決できなか

った例外的なものについては，最終的に裁判所の構成員以外の委員も加わった第三者機関が

不服申立てを判断することが必要と考えます。これにより，司法制度改革審議会意見書が趣旨

とした「裁判官の独立性に対する国民の信頼感を高める」ことに資するだけでなく，裁判官指名

諮問委員会設置（指名過程の透明性を高め，国民の意見を反映させるための機関）と整合性の

あるより信頼性のより高い人事評価制度が構築できます。特に，第一次評価者，第二次評価者

を所長・長官とし，裁判官会議等の自治的機関の関与を全く想定しないのであれば，裁判官に

は高い独立性が保証されているという地位の特殊性からして，せめて例外的な不服申立制度と

して，第三者機関による判断の機会を残しておくことが，裁判官相互の関係を含めた裁判官制

度の将来にとって必要不可欠と考えます。

そして，そのための新たな機関を創設するのも現実的ではありませんから，下級裁判所裁判

官指名諮問委員会の地域委員会が，その任に当たるのが機関の性格上相応しいと考えます

（地域委員会は，裁判官指名候補者に関する情報収集を行い，裁判官指名諮問委員会に報告

する機関ですから，特に再任の諮問の際の重要な判断資料となる人事評価づくりの最後の一過

程ともいうべき不服申立てに関与することは，機関の性格上なじみやすいと考えられます。）

不服申立てがあった場合には，判断権者（地域委員会）が第一次，第二次評価（組織内部で

の不服申立ての結果を含みます。）をもとに，独自に調査評価し，その結果を最高裁判所裁判

官会議に送付する方式によるべきです。評価者に差戻しをする手続は，人事評価が確定しない

可能性がありますし，差し戻された評価者が，前評価者と同一であるならば再評価が困難となら

ないかなど問題が多いので避けるべきだと考えます。

以上


